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「家屋評価補助業務の外部委託について」
千葉県流山市財政部資産税課
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主任主事　村上　真理

　流山市は、平成17年に開通したつくばエクス
プレス沿線の区画整理事業及び「母になるなら、
流山市。」などのキャッチコピーを掲げ、直近5
年間で人口増加率全国1位の市となっている。
　令和3年度の新築棟数1,357棟のうち、非木造
家屋は246棟で、そのうち軽量鉄骨造の住宅用
建物を除くと、不明確計算をする鉄骨や鉄筋コ
ンクリート造の建物が約30棟程度、明確計算を
行っているのは分譲マンションなどで1 ～ 2棟
という状況である。
　当市の資産税課家屋係は正規職員8名、再任
用職員2名の計10名の体制で家屋評価以外にも
日々の窓口業務、電話対応、一般事務の契約や
伝票、所有権移転事務などを行っている。 また、
人事異動のサイクルも短く、4年目の職員が最
長経験職員ということで、経験値が少なく知識
の習得、継承が非常に困難な状況になっている
と感じていた。
　この度、2万㎡を越える同一敷地内に令和3 ～
4年にかけて分譲マンション 5棟、複合施設1棟、
自走式駐車場が併せて新築されることになり、
次の懸案に対応するため、家屋評価補助業務に
ついて外部委託を行ったことを発表する。

1　業務委託に至った経緯
・�　近年、物流倉庫や商業施設といった大規模

な非木造家屋が複数新築されており、これら
商業系を優先的に千葉県に評価委託している
ため、住宅系は評価依頼できない。

・�　今回の家屋は、完成時期がいずれも年末近
くであり、当初課税までの期間が短い。

・�　明確計算を経験している職員が少ない。
・�　作業が膨大な量になり、評価担当者と他の

職員との事務量の偏りが大きい。
・�　知識や経験が豊富な民間業者を活用するこ

とで、全体的なスキルアップや効率化を図り
たい。

2　業務委託の内容と結果
　業務委託を検討していくに当たって、固定
資産評価事務においての委託の範囲を確認し
た。 平成19年3月30日付総務省自治税務局
固定資産税課長通知で、固定資産評価の実地
調査や評価額の算定といった部分については、
公権力の行使である固定資産税の賦課処分と

一体をなす事務に該当するということで、民
間委託にはなじまないと解されており、一方
で、評価の補助的な業務の民間委託は可能と
解されている。 今回業者に委託する業務につ
いては、再建築費評点数の積算根拠の資料作
成と業務支援に限定し、市はこれらを基に評
価額を算定することとした。
　昨年度実施した業務について、具体的に説
明すると、令和3年10月に委託契約を締結、
11 ～ 12月は市の評価手順書や決まり事、計算
書類等の書式のすり合わせを行い、令和4年1
月初旬に施工業者から借用した完成済のマン
ションほか4棟の竣工図面を委託業者に貸与し
て、2月末に評価計算書、部分別明細書、家屋
見取図など評価算定の資料、補助資料を納品
してもらった。
　市では、納品を受けて、計算チェックと評
価額の算定、評価調書の作成、課税台帳への
登録、これらを経て4月1日に、区分所有者の
方に納税通知書を発送することができた。

3　業務委託の成果
　業務委託した効果は、担当職員の事務が軽
減されたことはもちろんのこと、時間外の削
減もできた。 また、納品された、算出根拠資
料がとても分かりやすく、チェックしやすく
作成されていて、余った時間を、ほかの課税
物件や当初課税事務に傾注することができた。
　さらに、今年の 8月に評価にかかるフィード
バックと共に、竣工図面や見積書の見方など
についての解説を新任職員も交えて行い、総
合的に技術向上につながったものと考えてい
る。
　今年度の課題は、今年完成予定のマンショ
ンの完成時期が昨年よりも更に年末に近いの
で、委託業者との書類の受け渡しをいかにス
ムーズにするか、昨年不十分と感じた評価手
順等のすり合わせ部分をいかに詰めるかとい
うことを考えている。
　大規模な非木造家屋の評価は、固定資産評
価基準や竣工図面の見方など高度な知識とノ
ウハウが必要で容易ではない。 さらに、納税
者の固定資産税に対する関心の高まりから、
近年は税理士法人等から評価に関して情報公
開請求をされる事案も増えてきている傾向に
ある。 本委託業務は、今年度末まで継続して
いるため、まだ総合的な評価というのはでき
ないが、これらの難題に対して、今回の業務
委託が事務改善と効率化を図ることに、一定
の成果を与えていると実感している。


